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はじめに

　少子高齢化をはじめ、自然災害の増加、新型コロナウイルス感染症の流行等により、私たち

の生活は様々な側面において大きく変化しています。さらに、地域や家庭のつながりの希薄化

に伴う社会的孤立や生活困窮、介護や育児に関する不安、8050 問題など、様々な福祉ニーズ

が顕在化するとともに、活動の担い手不足など、地域の福祉課題はより深刻な状況となってい

ます。

　このような状況を踏まえ、八戸市社会福祉協議会では、「第 4 期地域福祉活動計画」を策定

しました。令和4年度（2022年度）から始まる今回の計画では、これまでの計画で掲げていた「誰

もが安心して　生き活きと　住み慣れた地域で暮らせるまちづくり」の基本理念を継承し、地

域住民の支え合いを基盤とした、地域で共に生きる社会の実現を目指してまいります。

　結びに、本計画の策定にあたり、ご多忙の中ご審議いただいた策定委員の皆様をはじめ、地

域福祉懇談会やアンケート調査にご協力いただいた関係者の皆様に心から感謝を申し上げます。

　　令和 4 年 3月

社会福祉法人八戸市社会福祉協議会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会長　田　口　豊　實
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第１章　計画の概要

市 福祉 （ 、市 とい 。）では、平成 11 年度（1999 年度）に、 福祉

のま り とした 1 福祉 しました。平成 22 年度（2010

年度）には、 もが して と み た で暮ら るま り

とした 2 福祉 し、 福祉 す って ました。

の 、 いで、平成 27 年度（2015 年度）に 3 福祉 し、

な して ました。

3 の ら 6年が し、 に する 高齢 人 に、高齢

者世帯 身世帯が増加している とに加 、 の に る に

り、 の が し、 が る が しています。

した 、令和 3 年 4 に 福祉 が 、 （ 1）の に

た な 体 の 体 （ 2）が まし

た。 の とに り、 度 との 割り 手 手 とい て、

の な 体が が として し、人と人、人と が世

て と ながる とで、 一人 とりの暮らしと がい、 に ってい

とが めら ています。

また、全 福祉 では、令和 2年（2020 年）に 福祉 ン 2020 し、と

もに る な の に て、 の と 持 な

（ ）（ 3）の 一人 り ない持 で と のある し

てい しています。

4 福祉 （ 、 とい 。）の に当たっては、 の な

ま 、 もが の で らしい な り る とがで る に、

な 体と しながら、 るみで福祉の み してい ます。

の 人 の暮らしの ま 、 度 との 割り 手 手

とい て、 の な 体が し、人と人、人と が世

ながる とで、 一人 とりの暮らしと がい、 ともに ってい すもの。

１．計画策定の背景と目的
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※２「重層的支援体制整備事業」

　　　　地域住民が抱える課題が複雑化・複合化しており、子ども・障がい・高齢・生活困窮といった分野

別の支援体制では、複雑・複合的な課題や狭間のニーズへの対応が困難になっている現状から、支援

機関・地域の関係者が断らず受け止め、つながり続ける支援体制を構築することをコンセプトに、「属

性を問わない相談支援」、「参加支援」、「地域づくりに向けた支援」の３つの支援を一体的に実施する

事業。

※３　持続可能な開発目標 SDGs（Sustainable Development Goals）

　　　　2015 年 9 月の国連サミットで全会一致で採択された「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」

にて記載された 2016 年から 2030 年までの国際目標。持続可能な世界を実現するための 17 のゴール・ 

169 のターゲットから構成され、地球上の誰一人として取り残さない（leave no one behind）こと

を誓って取り組みを進めることとしている。
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福祉 は、 加に る の 合い してい ため、 福祉の

する 福祉 が する です。 福祉の の ら

してい ための であるとともに、市 の の となる です。

一 、 市が する 福祉 は、 福祉 107 に 市 福

祉 です。 に も身 な 体である市 が、 福祉 の 体である

（ 、 福祉 とする する者 福祉に する

者）の 加 て、 ら にするとともに、 の のために となる

の 、体 に いて、 はもと り、 な も めて

の 、 し、 に してい ものです。

は、 に しながら、一体 に 福祉の します。

２．計画の位置づけ
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の は、令和 4 年度（2022 年度） ら令和 8 年度（2026 年度）までの５年

とします。当 に いても、 の 福祉の に っては、 に

て し います。

3 の は、当 、平成 28 年度（2016 年度） ら令和 2年度（2020 年度）までの 5年 で

したが、 イ の のため、 市の 福祉 が 1年 となった と

ら、市 に いても 令和 3年度（2021 年度）まで して しました。

３．計画の期間

4

３．計画の期間

本計画の計画期間は、令和 4 年度（2022 年度）から令和 8 年度（2026 年度）ま

での５年間とします。当該計画期間中においても、社会情勢の変化や社会福祉の動

向によっては、必要に応じて見直しを行います。

H28年度

(2016年度）
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※第 3期計画の計画期間は、当初、平成 28年度（2016年度）から令和 2年度（2020

年度）までの 5年間でしたが、新型コロナウイルス感染症への対応のため、八戸

市の「地域福祉計画」が 1年延長となったことから、市社協においても計画期間

を令和 3年度（2021年度）まで延長して実施しました。

必要に応じて見直し
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（1年延長） 第４期地域福祉活動計画
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計
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（１）地域福祉活動計画策定委員会の設置

福祉 に 、 者、 福祉

体 ら た 13 人の に り 4 福祉 （ 、

とい 。） しました。 

（２）作業部会の設置

福祉 に 、市 に る し、

福祉 者 にした ン ト 福祉 、 ントの

して市 り、 の の 成 いました。

（３）八戸市地域福祉計画策定に関する会議への参加

市 福祉 と 市福祉 の 合 るため、 市健 福祉

 福祉 に しました。

４．計画の策定体制

地域福祉活動計画策定委員会の様子
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福祉 の にあたり、市 と 、 ン 、福祉 体、 者、

な 、 福祉 体と に りながら、 には する とで、 な

福祉の に めます。

５．計画の推進体制

 

．計画の  
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る とで、 な 福祉の に めます。 

福祉 計画の  
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第２章　計画策定にあたっての現状と課題

4 市 福祉 2  ２当市に る 福祉の 状

（１）人口の推移、将来推計の状況

当市の人 は、合 の平成 年 1995 年 に る の人 合 た

249,358 人 に が み、令和２年 2020 年 には 223,415 人となっています。

年齢人 15 64 は、平成 年 1995 年 の 172,582 人 に に 、

平成 17 年 2005 年 には、 年人 65 と年 人 14 の 成割合

が しています。また、 保障 人 所の 人 に 、

状のまま人 が 合、当市の人 は令和 27 年（2045 年）には 162,127 人まで

すると ています。
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１．八戸市の福祉を取り巻く現状

資料：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「地域別将来推計人口」
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（２）世帯の状況

　当市の世帯数は、直近の令和２年（2020 年）では 109,503 世帯となっており、10 年

前の平成 22 年（2010 年）と比較し、約 6,600 世帯増加しています。一方で、一世帯当

たりの人員数は、平成 22 年（2010 年）の 2.35 人から 2.07 人に減少しており、核家族

化や少子化による影響が及んでいるものと推測されます。

（３）高齢化率の状況

　令和２年（2020 年）国勢調査における当市の総人口に占める 65 以上の割合（高齢化率）

は 31.2％であり、全国平均（28.6％）よりも 2.6 ポイント高い状況です。今後、団塊ジュ

ニア世代が 65 歳以上となる令和 22 年（2040 年）には、高齢化率は 42.5％に達し、約

５人に２人が高齢者になると推計されています。

8 
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（４）高齢者世帯の状況

　当市の令和２年（2020 年）の一人暮らし高齢者は 21,000 世帯であり、平成 30 年（2018

年）の 19,492 世帯と比較すると 1,508 世帯増加しています。また全世帯に占める高齢

者のみの世帯の割合も 1.7 ポイント増加しています。

 

（５）障がい者の状況

　令和２年度（2020 年度）の身体障害者手帳所持者は 8,740 人、精神障害者保健福祉

手帳所持者は 2,863 人、愛護手帳所持者は 2,193 人となっています。平成 27 年度（2015

年度）と比較すると、精神障害者保健福祉手帳所持者は 456 人（18.9％）増加しています。

9 
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福祉手帳所持者は2,863人、愛護手帳所持者は2,193人となっています。平成27年 

度（2015年度）と比較すると、精神障害者保健福祉手帳所持者は456人（18.9％） 

増加しています。 

資料：八戸市（各年 9 月 30 日現在）

資料：八戸市（各年度末日現在）
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（６）要介護（要支援）認定者数と認定率の状況（第１号被保険者） 

　令和２年度（2020 年度）の第１号被保険者における認定者数は 10,983 人、第１号被

保険者に占める認定率は 15.7％となっています。令和元年度（2019 年度）と比較する

と第１号被保険者における認定者数は 173 人増加し、認定率は同率の推移となっていま

す。

（７）合計特殊出生率の状況

　１人の女性が生涯に産む子どもの平均数を示す合計特殊出生率は、当市においては、

平成 28 年（2016 年）には 1.53 まで上昇し、全国平均や青森県より高い水準にありました。

しかしながら、平成 29 年（2017 年）には 1.40 に減少し、平成 30 年（2018 年）には 1.46

に回復したものの、令和元年（2019 年）に再び減少に転じ、令和 2年（2020 年）には 1.31

となるなど、人口を維持するのに必要な水準（人口置き換え水準）を大きく下回る状況

が続いています。
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資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告（年報）」、「介護保険事業状況報告（月報）」（各年度末日現在）

資料：青森県人口動態統計、八戸市
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（８）出生数の状況と将来推計 

　当市の出生数は、平成 28 年（2016 年）には 1,787 人でしたが、令和２年（2020 年）

には 1,379 人となり、408 人減少しています。出生数の減少は今後も続くものと見込ま

れており、令和７年（2025 年）に 1,239 人、令和 22 年（2040 年）には 1,000 人を下回

り、974 人になると推計されています。

（９）生活保護の状況

　令和２年度（2020 年度）における当市の生活保護世帯数は 3,453 世帯、人員数は 4,227

人となっており、最も多かった平成 29 年度（2017 年度）の 3,643 世帯、平成 28（2016）

年度の 4,599 人と比較し、減少しています。
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資料：八戸市「住民基本台帳」、国立社会保障・人口問題研究所「地域別将来推計人口」

資料：八戸市（保護世帯・人員は月平均、人口 1,000 人当たりの基礎人口は各年 4 月 1 日現在の推計人口）
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（10）町内会加入率の状況

　当市の町内会加入率は、平成 27 年度（2015 年度）が 64.5％、令和元年度（2019 年度）

が 62.0％、令和２年度 (2020 年度 )が 61.2％と減少傾向で推移しています。

（11）虐待相談件数の状況

　当市の令和２年度（2020 年度）の虐待相談件数は、高齢者（市高齢福祉課／地域包

括支援センター受付分）が 66 件、障がい者（市障がい福祉課及び市委託相談支援センター

ハートステーション受付分）が７件、児童（市こども家庭相談室受付分）が 96 件となっ

ており、平成 29 年度（2017 年度）と比較すると、各虐待相談件数は増加しています。
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資料：八戸市（国勢調査推計世帯数ベース　各年 4 月 1 日現在）

資料：八戸市（各年度末日現在）
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（12）民生委員・児童委員の活動状況

　令和元年度（2019 年度）の民生委員・児童委員の活動状況は、相談・支援件数が延

べ 19,520 件、一人あたりの活動日数が 130 日でしたが、令和２年度は新型コロナウイ

ルス感染症の流行に伴う緊急事態宣言を受け、一部の活動を自粛したため、相談・支援

件数は延べ 13,413 件、一人あたりの活動日数は 105 日となっています。
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資料：八戸市（各年度末日現在）
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（１）基本目標Ⅰ　みんなで支え合う地域づくり

との 体の福祉 の として、 に 26 の

福祉 （ 、 とい ）が 、 の状況に た 福祉

に り でいますが、 い手 ら ンの が な なるな 、

に が ています。また。 の には りま でした。

が暮らしの にある の福祉 に して、 で暮らす の の な

がり しながら に り でい る 、 が で る

増 すな 、 い手 の する があります。

また、 の するために、 福祉 に し、 の

状 り と する ました。い の でも、 として、

、 の 福祉 人 が 高齢 し

ている状況であり、 高齢 年の に り い手 は の となって

います。人 保のためにも、 の福祉 に 持ってもら る な

い手の 成に いて する があります。

（２）基本目標Ⅱ　福祉の心を育む人づくり

ン ン し、 な体 し、 ン の

り、障がい者 高齢者 の し、福祉 福祉 な での

ン に な て ましたが、 する人の年齢 は高 、 い世 の ン

はな な 増 ないとい 状況にあります。 、 ン の は

あるものの、 に いていない人 あら る年 に な 、 ン

の とともに、 福祉 にも てもらい、 の

い手 と る な の な する があります。

（３）基本目標Ⅲ　安心して暮らせる地域づくり

高齢 、 の な に い、 に いて 、 、

もり 護 、 な 、高齢者、障がい者、 も といった に

では で ない 合 な が する 、 の り 高齢

者 て ン、 ポ ト ン ン の 、

な して、福祉 持 の に り みました。

また、高齢 に の増加、障がい者の な な に するための成

年 ン 2016 年度（平成 28 年度）に 市 り し、成年

度の と に り みました。

、 の に、 ト （ に いてい と）にも り

み、 度の に ながりに い し、 に た

と の ト り する があります。

２．第３期計画の評価と今後の課題
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　災害時のボランティア活動については、八戸市と締結した「災害時におけるボランティ

ア活動等に関する協定」（2010 年（平成 22 年）6月）に基づき、東日本大震災に際して

災害ボランティアセンターを開設し、79 日間運営した経験をもとに、関係団体との定

期的な災害ボランティアセンター設置・運営訓練やネットワーク会議を通して、様々な

課題を検証しました。検証の結果、「八戸市災害ボランティアセンター運営マニュアル」

（2013 年（平成 25 年）3月作成）の見直しを行い、活動手順や受付・報告の様式などの

内容を修正し、2019 年（平成 31 年）3月に改訂しました。

　また、2019 年（令和元年）10 月に発生した台風 19 号の被災地を支援するため、県社

協の要請に応じて福島県いわき市に職員を派遣し、災害ボランティアセンターの運営を

支援しました。被災地への職員派遣により、様々な災害の状況下における災害ボランティ

アセンターの円滑な運営方法や支援のあり方を学ぶことができました。

　今後、近年多発する自然災害に対応すべく、関係団体とのつながりを強化し、災害時

における円滑なボランティア活動の展開について、引き続き検討していく必要がありま

す。

（４）基本目標Ⅳ　組織体制の強化と基盤づくり

　市社協の財源は、会員の会費、寄付金、共同募金の配分金、八戸市からの補助金・受

託金などが財源となっています。地域福祉活動を推進するうえで、貴重な自主財源であ

る会費や共同募金は、町内会の加入世帯の減少等により、平成 28 年度と比較すると減

少しましたが、特別会員（企業）の加入促進や、共同募金のオリジナルピンバッジ募金

への取り組みにより、自主財源減少への対策を図りました。今後、市社協の認知度アッ

プのためにも、活動を「見える化」して積極的な情報発信に取り組み、自主財源を確保

していく必要があります。

　職員の資質の向上について、業務に必要な知識の習得のための外部研修や県内社協と

の情報交換などに参加し、スキルアップを図っていますが、組織内の連携や情報共有の

不足などがあるため、内部研修の充実を図る必要があります。

　今後、市社協が担うべき役割を再認識し、地域から信頼される組織を目指した職員の

育成及び組織・運営体制の基盤強化を行うことで安定的・継続的な組織運営を推進して

いく必要があります。
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第３章　計画の目指すもの

の し、 の もが して と み

た で暮ら るま り とします。

高齢 が み、人 が するな 、 は し、 、

身世帯の増加 に り、 の がりの な の な が し

ています。

した で、 もが して で暮らし てい ためには、 が 福祉

人 ではな が として め、 体、 と して、

と で る体 する とが です。 して、 もが み た で

に、い までも らし に暮らす とがで る の す と

が めら ています。 

人と人、人と が ながり 合 り、 て ながり、

する りに て、 ともに 、 ながり ない り して とい

イト し、 福祉の します。

１．基本理念

誰もが安心して　生き活きと
住み慣れた地域で暮らせるまちづくり

～ともに生き、つながりを絶やさない地域づくりを目指して～
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の に て、 の４ の に って します。

Ⅰ　みんなで支え合う地域づくり

す ての人が、 が暮らす身 な で ている に 持 、 ら し、

に る 世 での 、 し合い て に な ら る の に め

ます。 また、 の福祉 成し、 の 体な の し、

り 合いの する とで、み なで 合 します。

Ⅱ　福祉の心を育む人づくり

福祉の には、 の人の と が です。 福祉に る っ

として、 福祉 ン の 、福祉 体 、イ ントの

い、 で し合 る ます。

Ⅲ　安心して暮らせる地域づくり

もが、 でい までも して暮ら る 、 ら の 合いの で、

一人 とりの が ら 、 全 に暮ら る り します。また、

害 の ン の体 り ト り めます。

Ⅳ　信頼される運営基盤づくり

の 成のために、市 が 割 し、 り

に いて り す 、 の い の 加に ながる 、 の

に り みます。また、 ら した 、 体 、

と した な に な ら る人 成に めます。

２．基本目標
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４ の 成するために、 体 な の となる のと り

します。

３．計画の体系
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第４章　活動計画の内容

基本計画実現のために、具体的な活動計画を次のとおり定めます。

Ⅰ－（１）地区社協への支援

　住民の地域福祉活動への理解と参加を促進し、地域で支え合い、助け合う仕組みづくりを

推進します。

基本目標Ⅰ　みんなで支え合う地域づくり

（１）地区社協への支援

（２）住民同士の支え合いの促進

（３）福祉ニーズの把握

取り組みを進める事業 今後の方針 実績

１　地区社協の育成支援

　　〈会費〉

❖地区社協で実施している活動の情報交

換の機会を増やすなどして、活動の地

域差の解消、未設置地区の解消を図り、

地域での支え合いの活動を推進する。

（平成 28 年度）

設置数 26 地区

（令和２年度）

設置数 26 地区

２　地区社協の活動支援

　　〈会費・各委託事業〉

❖地区社協と市社協が、車の両輪となっ

て協働し、地域の生活・福祉課題を一

緒に考え、解決に向けて取り組んでい

けるよう、地区社協の運営・活動にお

ける相談を受け付けるとともに、運営

や活動従事者への研修を行う。

❖地区社協の行事・サロンなどに参加し、

円滑な運営を支援する。

（平成 28 年度）

・地区社協リーダー研修 1回

・高齢者サロン研修 2回

・子育てサロン研修 1回

・見守り研修 1回

（令和２年度）

・地区社協リーダー研修 1回

・高齢者サロン研修 2回

・子育てサロン研修 1回

・見守り研修 1回
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Ⅰ－（２）住民同士の支え合いの促進

　住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう、地区社協を主体とした地域福祉活動の

活性化を図ります。

取り組みを進める事業 今後の方針 実績

１　地域での見守り活動

　　【ほのぼのコミュニティ

21推進事業】

　　〈市委託事業〉

❖地区社協の町内ごとに「ほのぼの交流

協力員」を配置し、一人暮らし高齢者

や地域とのつながりが必要な世帯を定

期的に訪問するなどして見守り、支え

合う体制の充実を図る。

❖見守り活動を通じて困りごとを発見し、

関係機関につなげられるような研修を

行い、協力員のスキルアップを図る。

❖未実施地区の解消を図り、市内全地区

への事業普及を目指す。

（平成 28 年度）

実施地区社協 23 地区

協力員数　847 人

訪問世帯　1,558 世帯

（令和２年度）

実施地区社協 22 地区

協力員数　838 人

訪問世帯　1,695 世帯

２　高齢者サロン事業

　 【ほっとサロン】

　 〈市委託事業〉

❖地区社協が実施主体となり、小地域ご

とに高齢者サロンを実施し、高齢者の

閉じこもりや孤独感の解消、生きがい

や仲間づくり、心身機能の維持向上を

図る。

❖各地区のサロンスタッフの研修交流会

を開催し、既存のサロンが継続してい

けるよう支援を行う。

❖サロン立ち上げのための説明会等を

行って未実施地区の解消を図り、市内

全地区への事業普及を目指す。

（平成 28 年度）

実施地区社協 23 地区

サロン数　60

実施回数　594 回

参加人数　16,507 人

（令和２年度）

実施地区社協 17 地区

サロン数　53

実施回数　306 回

参加人数　5,970 人

３　子育てサロン事業

　 〈市委託事業〉

❖地区社協が実施主体となり、小地域ご

とに子育てサロンを実施し、育児の不

安軽減や情報交換ができる場を提供す

る。

❖各地区のサロンスタッフの研修交流会

を開催し、既存のサロンが継続してい

けるよう支援を行う。

❖サロン立ち上げのための説明会等を

行って未実施地区の解消を図り、市内

全地区への事業普及を目指す。

（平成 28 年度）

実施地区社協 21 地区

サロン数　21

実施回数　229 回

参加人数　9,702 人

（令和２年度）

実施地区社協　9地区

サロン数　9

実施回数　43 回

参加人数　903 人
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Ⅰ－（３）福祉ニーズの把握

　様々な年代の多様化する福祉ニーズを的確に把握し、地域の問題解決に向けた福祉活動を

推進します。

取り組みを進める事業 今後の方針 実績

４　ファミリーサポート

センター事業

　　〈市委託事業〉

❖子育ての援助を受けたい方（依頼会員）

と子育ての援助を行いたい方（提供会

員 )の登録及び紹介を行い、会員相互

の援助活動の充実を図る。

❖「八戸圏域連携中枢都市圏」の提供会

員増強のため、圏域町村との連携を強

化する。

❖提供会員が、安心してサポートができ

るよう研修会の充実を図る。

（平成 28 年度）

依頼会員 438 人

提供会員 280 人

両方会員 14 人

活動件数 1,321 件

（令和２年度）

依頼会員 419 人

提供会員 284 人

両方会員 10 人

活動件数 927 件

取り組みを進める事業 今後の方針 実績

４　地域福祉懇談会の開催

　　〈会費〉

❖定期的に地域福祉懇談会を開催し、情

報交換や意見交換をすることにより、

地域の福祉課題を共有するとともに、

住民の福祉意識を高める。

（平成 28 年度）

地域福祉懇談会 2回

（令和２年度）

地域福祉懇談会 0回

※新型コロナウイルス

のため中止

子育てサロンの様子 高齢者サロンの様子
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Ⅱ－（１）福祉教育の推進

　福祉教育への取り組みや福祉に触れる機会を充実させることで、一人ひとりの福祉への意

識を高め、お互いを理解し、尊重し合えるような「共に生きる社会（地域共生社会）」を目

指します。

取り組みを進める事業 今後の方針 実績

１　ボランティア推進校

事業

　　〈共同募金・会費〉

❖児童・生徒を対象とし、社会福祉への

関心や理解を深めるとともに、地域で

のボランティア活動等を通して、思い

やりの心を育て、お互いに助け合う力

を育むことを目的に、ボランティア推

進校事業を実施する。

❖ボランティア推進校が、地域と連携し

た活動に取り組めるよう支援し、推進

校の活動を通して、子育て世代への地

域福祉への意識啓発を図る。

（平成 28 年度）

推進校　13 校

（令和２年度）

推進校　13 校

２　出前講座等の充実

　　〈共同募金・会費〉

❖車椅子体験、高齢者疑似体験、点字体

験、知的障がい者体験等の出前講座を

開催し、市民の福祉意識の啓発を図る。

❖福祉人材バンク事業とタイアップし、

福祉の仕事に関心のある子どもを対象

とした福祉体験講座を開催し、福祉の

仕事に対する理解とイメージアップを

図る。

（平成 28 年度）

出前講座  １8 回

参加延人数  837 人

（令和２年度）

出前講座 4 回

参加延人数 211 人

３　福祉体験学習サポー

ターの養成

　　〈共同募金・会費〉

❖学校や地域における車椅子体験、高齢

者疑似体験等の福祉体験学習を支援す

るサポーターを養成し、福祉について

学ぶことを応援する体制の充実を図る。

（平成 28 年度）

参加人数　14 人

※隔年開催

（令和元年度）

参加人数　9人

基本目標Ⅱ　福祉の心を育む人づくり

（１）福祉教育の推進

（２）ボランティア活動への参加促進

（３）活動の担い手の養成
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Ⅱ－（２）ボランティア活動への参加促進

　ボランティア活動についての周知を図り、活動への参加を広く呼びかけます。

Ⅱ－（３）活動の担い手の養成

　地域福祉活動を活発化するためのリーダーを育成するとともに、今後、活動を維持・継続

していくための新たな人材養成に取り組みます。

取り組みを進める事業 今後の方針 実績

１　ボランティアセンター

運営事業

　　〈共同募金・会費〉

❖ボランティア活動に関する相談や情報

提供、講座等を開催し、幅広い世代へ

ボランティア活動の理解を広め、新た

な活動者を発掘・養成し、ボランティ

ア活動や地域活動につなげる。

❖従来からの福祉施設での活動メニュー

の他、地域での活動メニューや多様化

する個別支援ニーズへの対応を検討し、

ボランティアセンターの機能強化に取

り組む。

❖企業や大学などの社会資源を地域に還

元し、社会貢献活動につなげられるよ

うな支援体制づくりに努めます。

（平成 28 年度）

活動メニュー 117 件

個人登録 91 人

団体登録 354 団体

（令和２年度）

活動メニュー 83 件

個人登録 39 人

団体登録 164 団体

２　シニアはつらつポイント

事業

　　〈市委託事業〉

❖高齢者が介護施設等で行ったボラン

ティア活動に対して、金券等との交換

や福祉団体への寄付ができるポイント

を付与する事業に取り組み、高齢者の

社会参加や地域貢献活動を支援する。

（平成 28 年度）

活動実人数 121 人

活動延人数 1,849 人

受入施設数 70 施設

（令和２年度）

活動実人数 12 人

活動延人数 33 人

受入施設数 84 施設

取り組みを進める事業 今後の方針 実績

１　活動の担い手の養成

　　〈共同募金〉

❖地域福祉活動に関する広報の充実を図

り、若い世代や子育てを終えた世代、

退職を控えた世代が気軽に地域福祉活

動に参加できるきっかけづくりとなる

ようなイベントや体験プログラムなど

を検討し、地域福祉活動の仲間（担い

手）を確保する。

★新規事業
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Ⅲ－（１）地域での自立支援体制の充実

　既存の制度・サービスでは対応できない問題を抱えた方に対し、さまざまな社会資源を活

用して、一人ひとりのニーズに寄り添った支援の充実を図ります。

取り組みを進める事業 今後の方針 実績

１　八戸市生活自立相談

支援センター

　　〈市委託事業〉

❖生活困窮者の早期支援と自立促進を図

るために、多様な支援機関、社会資源

とのネットワークを築き、相談者が抱

えた複合的な課題の解決に向けた伴走

型の支援を行う。

❖相談から浮き彫りにされた福祉ニーズ

を検討し、解決できるような仕組みづ

くりに努める。

（平成 28 年度）

相談受付件数 1,445 件

（令和２年度）

相談受付件数 4,119 件

（※新型コロナ特例貸

付のため増加）

２　資金の貸付事業

　　〈自主財源〉

❖低所得世帯、高齢者世帯、障がい者世

帯の自立促進を図るため、「たすけあ

い資金」の貸付と「生活福祉資金」の

貸付相談を行う。

❖金銭的な課題だけではなく、生活全般

の複合的な課題を抱えている方に対し

て、民生委員や関係機関と連携した支

援を行う。

❖支援が必要な世帯に制度の情報が行き

届くよう周知する。

(平成 28 年度 )

たすけあい資金 459 件

生活福祉資金 49 件

( 令和２年度 )

たすけあい資金 185 件

生活福祉資金 918 件

（※新型コロナ特例貸

付のため増加）

基本目標Ⅲ　安心して暮らせる地域づくり

（１）地域での自立支援体制の充実

（２）権利擁護の推進

（３）災害時の支援体制の充実

（４）福祉サービスの充実
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取り組みを進める事業 今後の方針 実績

３　フードバンク事業

　　〈会費〉

❖一時的に生活に困窮している世帯に、

市民や企業等から寄付された食料を提

供し、生活を支援する。

❖安定して食料を確保するため、事業の

PR を行い、食料品の寄付を募るとと

もに、支援の必要な世帯に情報が伝わ

るよう継続的な情報発信を行う。

★新規事業（実施中）

４　ふれあい相談所

　　〈共同募金・会費〉

❖住民が身近に相談できる窓口として、

相談所を運営し、日常生活のあらゆる

心配ごとに対する「なんでも相談」や

法テラスとの共催による「法律相談」

を行う。

❖相談技法研修会への参加や相談員の情

報交換会を開催し、相談員のスキル

アップを図る。

(平成 28 年度 )

なんでも相談 146 人

法律相談 435 人

( 令和２年度 )

なんでも相談 147 人

法律相談 268 人

５　障がい者就労支援事業

　　〈市委託事業〉

❖障がい者の就労支援団体とのネット

ワークを築き、就労に関する情報の共

有、理解促進のための研修会を開催す

る。

❖障がい者雇用企業や障害者就労継続支

援サービス事業所、市民を対象に、障

がい者就労サポーター養成講座を開催

し、障がいの特性や障がい者支援に関

する制度について理解を深める。

（平成 28 年度）

ネットワーク会議 5 回

就労サポーター養成 156 人

（令和２年度）

ネットワーク会議 2 回

就労サポーター養成 155 人

６　福祉団体との連携と

育成

〈共同募金・民児協委託費〉

❖民生委員児童委員協議会と連携し、困

りごとを抱えた人への相談や支え合い

の体制の充実を図る。

❖同じ福祉課題を抱える人たちの当事者

組織に助成金を交付するなどして、側

面から活動を支援する。

（平成 28 年度）

助成金交付団体 65 団体

（令和２年度）

助成金交付団体 64 団体

７　社会福祉法人のネット

ワーク構築事業

　　〈会費〉

❖社会福祉法人制度改革により、地域に

おける公益的な取組が、社会福祉法人

の責務として明確化されたことに伴い、

社会福祉法人がともに、複雑化・複合

化した地域生活課題に取り組む体制を

構築する。

★新規事業
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Ⅲ－（２）権利擁護の推進

　高齢者や障がいのある方が安心して福祉サービスを受けたり、自分の権利や財産を守れる

ように支援します。

取り組みを進める事業 今後の方針 実績

１　日常生活自立支援事業

　　〈県社協委託事業〉

❖認知症や知的障がい、精神障がい等に

より、自分一人で意思決定し実行に移

すことが難しい状態にあり、日常生活

に不安のある方が、安心して地域で暮

らせるように、福祉サービスの利用手

続きや日常生活上の支払、大切な書類

の保管等の援助を行う。（８市町村広

域事業）

❖成年後見制度への円滑な移行を図るた

め、成年後見センターと定期的な会議

を行い、日常生活自立支援事業等の適

切な運営を推進する。

（平成 28 年度）

利用者数 95 人

相談件数 2,254 件

生活支援員数 44 人

（令和２年度）

利用者数 92 人

相談件数 1,596 件

生活支援員数 45 人

２　成年後見センター事業

　　〈市委託事業〉

❖認知症や知的障がい、精神障がい等に

より、判断能力が不十分な人の権利擁

護に関する総合相談を行う。

❖成年後見制度利用促進に関する中核的

機関として、関係機関や専門職との連

携体制を構築するため、ネットワーク

会議を開催する。

❖成年後見人等の受任者調整等の支援や

市民後見人養成研修、フォローアップ

研修等を開催して担い手を育成し、活

動を推進する。

❖成年後見制度普及啓発のための研修会

を開催し、利用促進を図る。

❖日常生活自立支援事業と定期的な会議

を行い、成年後見制度への移行がス

ムーズに行えるよう連携する。

（平成 28 年度）

相談件数　307 件

（令和２年度）

相談件数　278 件

３　市民後見人の後見監

督業務

　　〈会費〉

❖市民後見人が受任しているケースにつ

いて、家庭裁判所からの要請に応じて

後見監督人を受任し、判断能力が不十

分な方の財産管理と身上監護を行う市

民後見人の活動を支援する。

（平成 28 年度）

受任件数　5件

（令和２年度）

受任件数　4件
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Ⅲ－（３）災害時の支援体制の充実

　災害時の迅速な対応の重要性を認識し、ボランティアの受け入れや派遣体制づくりを推進

します。また、平常時から、関係機関・団体相互の情報交換や交流を図り、「顔の見える関係」

づくりに努めます。

取り組みを進める事業 今後の方針 実績

１　災害ボランティアコー

ディネーターの育成

　　〈共同募金〉

❖県社協等が開催する「災害ボランティ

アコーディネーター養成講座」の受講

を促進し、市民に災害ボランティア活

動や災害ボランティアセンターの役割、

必要性に対する理解を広げる。

（令和２年度）

災害ボランティアコー

ディネーター研修会参

加

２　災害ボランティアセン

ターの設置・運営訓練

　　〈共同募金〉

❖定期的に災害ボランティアセンターの

設置・運営訓練を行ってノウハウを蓄

積し、災害時の体制整備を図る。

（平成 28 年度）

市総合防災訓練参加

（令和２年度）

市総合防災訓練中止

３　災害ボランティアの啓

発活動

　　〈共同募金〉

❖災害ボランティア展を開催し、広く市

民へ災害ボランティア活動の理解促進

を図る。

（平成 28 年度）

パネル展示　2回

（令和２年度）

新型コロナウイルスの

ため中止

４　「災害ボランティアネッ

トワーク八戸」との連

携

　　〈共同募金〉

❖行政や防災関係団体、ＮＰＯ等の協力

を得ながらネットワークを構築し、災

害時に協働できる体制づくりを行うと

ともに、災害ボランティアセンターマ

ニュアルの見直しを定期的に行う。

（平成 28 年度）

加盟団体数　9団体

（令和２年度）

加盟団体数　8団体

取り組みを進める事業 今後の方針 実績

４　法人後見事業

　　〈会費〉

❖認知症や知的障がい、精神障がい等に

より、意思決定が困難な人の判断能力

を補うため、市社協が成年後見人等を

受任し、被後見人等の財産管理、身上

監護を行うことで、住み慣れた地域で

自分らしい生活が送れるよう、その権

利擁護を支援する。

★新規事業



− 28 −

Ⅲ－（４）福祉サービスの充実

　住み慣れた地域で安心して生活できるよう、ニーズに即した福祉サービスの提供を推進す

るとともに、福祉サービスの質の向上を推進します。

取り組みを進める事業 今後の方針 実績

１　児童館運営事業

　　〈市指定管理事業〉

❖子どもたちに健全な遊びを提供し、健

康増進を図るとともに、思いやり、協

調性、行動力、心の豊かさを育む。

❖各児童館において、地域のニーズに

合った事業を実施し、地域や家庭と連

携した子育て支援に取り組む。

（平成 28 年度）

児童館 15 館

延利用人数 135,209 人

（令和２年度）

児童館 15 館

延利用人数 89,901 人

２　老人福祉センター南郷

運営事業

　　〈市指定管理事業〉

❖高齢者に憩いの場を提供し、高齢者の

健康相談、趣味教養講座の開催、入浴

などにより、高齢者の生きがいづくり

と健康増進を図る。

（平成 28 年度）

延利用人数 2,988 人

（令和２年度）

延利用人数 1,424 人

３　居宅介護支援事業

　　〈介護保険事業〉

❖要介護者等が日常生活を営むために必

要な介護サービスを適切に利用しなが

ら、安心して住み慣れた自宅で日常生

活が送れるよう、利用者や家族のニー

ズに合ったきめ細かなサービス提供を

行う。

（平成 28 年度）

延利用人数 701 人

（令和２年度）

延利用人数 850 人

４　訪問介護事業

　　〈介護保険事業〉

❖要介護者等が地域で安心して自立した

生活ができるよう、きめ細かな身体介

護、生活援助を行う。

❖介護保険外のニーズ（雪かき）への対

応について検討する。

（平成 28 年度）

要介護延人数 2,591 人

要支援延人数 330 人

（令和２年度）

要介護延人数 3,215 人

要支援延人数 445 人

５　通所介護事業

〈介護保険事業・市指定管理事業〉

❖要介護者等に入浴、食事、レクリエー

ション、機能訓練、相談等のサービス

を提供し、社会的孤立感の解消および

心身機能の維持を図る。

❖高齢者支援センターとの連携を強化す

るとともに居宅介護支援事業所に向け

てＰＲを行い、利用者の拡大を図る。

（平成 28 年度）

要介護延人数 4,576 人

要支援延人数 1,836 人

（令和２年度）

要介護延人数 4,918 人

要支援延人数 1,762 人
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Ⅳ－（１）自主財源の確保

　住民相互の支え合いによる地域福祉活動を継続していくために、安定的な自主財源の確保

に取り組む。

取り組みを進める事業 今後の方針 実績

１　会員の拡大

　　〈会費〉

❖住民主体の福祉活動の推進や法人の適

正な運営を維持するため、安定した会

費収入の確保に向けて、会費の使途や

市社協の活動を「見える化」し、会員

制度への理解と加入促進を図る。

（平成 28 年度）

会費 10,368,610 円

（令和２年度）

会費 10,501,271 円

２　共同募金運動の推進

　　〈共同募金〉

❖共同募金は、さまざまな民間の地域福

祉活動や災害時支援に役立てられてお

り、市社協の地域福祉事業にも配分さ

れ、貴重な活動財源となっている。共

同募金のしくみや使途の周知を図り、

共同募金運動の参加を促進する。

❖ピンバッジ募金やイベント募金等の多

様な募金手法に取り組み、募金の増強

を図る。

（平成 28 年度）

赤い羽根共同募金

 24,011,371 円

歳末たすけあい募金

 5,001,870 円

（令和２年度）

赤い羽根共同募金

 23,797,113 円

歳末たすけあい募金

 4,828,384 円

基本目標Ⅳ　信頼される運営基盤づくり

（１）自主財源の確保

（２）職員の資質向上と人材育成

（３）広報活動の充実
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Ⅳ－（２）職員の資質向上と人材育成

　複雑化する福祉課題に対応していくため、職員の資質向上と、専門性の向上に向けた人材

育成に努めます。

Ⅳ－（３）広報活動の充実

より効果的な情報提供や啓発活動に努め、社協の理解者・支援者の拡大を図ります。

取り組みを進める事業 今後の方針 実績

１　事務局体制の整備

　　〈会費・各委託事業〉

❖職員の専門性を高めるため、資格取得

を促進するとともに、内部研修、外部

研修などに積極的に参加させ、業務に

必要な知識の習得、他市町村社協との

情報交換を図り、職員の資質向上に努

める。

（平成 28 年度）

外部研修 延 161 人

内部研修 1 回

（令和２年度）

外部研修 延 100 人

内部研修 7 回

取り組みを進める事業 今後の方針 実績

１　広報紙やインターネット

を活用した広報の充実

　　〈会費・共同募金〉

❖広報誌「社協はちのへ」を年 4回発行

し、市社協、地区社協の活動について、

より分かり易く、多くの方に関心を

持ってもらえるような情報提供に努め

るとともに、効果的な配布先の検討を

図る。

❖市社協や地区社協の活動、ボランティ

ア情報等をいつでも入手できるよう、

ホームページやフェイスブックを活用

した情報提供を行う。

（平成 28 年度）

11,000 部× 4回発行

（令和２年度）

11,000 部× 4回発行

ホームページ、フェイス

ブックの運用

２　市社協の認知度の向上 ❖様々な研修会や講座等の機会を捉えて、

市社協のパンフレット等を活用した周

知を行い、認知度の向上に努める。

（令和元年度）

パンフレット2,000 部

作製

ホームページ
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福祉 の な るためには、 が の に で、 の な

があったの な する と とが です。また、 年、

福祉 め る 状況 度がめま るし している 状に いては、 の

し めてい とも になります。

と に いては、 の 体である市 らが、 年度の 状況の

と とともに、 福祉 体、 者 で 成する 福

祉 し、 と 体 ます。

にあたっては、 （ ）、 （ ）、 （ ）、 し（ とい

イ に り、 な ります。

５．計画の進行管理

 

．計画の  

福祉 の な るためには、 が の に で、 の な

があったの な する と とが です。また、

年、 福祉 め る 状況 度がめま るし している 状に いては、

の し めてい とも になります。 

と に いては、 の 体である市 らが、 年度の 状況

の と とともに、 福祉 体、 者 で 成する

福祉 し、 と 体 ます。 

にあたっては、 （ ）、 （ ）、 （ ）、 し（ とい

イ に り、 な ります。 

                           

計画  

4 福祉

の  

地域福祉活動計画

推進委員会 

 

年度の 、年

との  

に て

し、 年

度 に  

 

に って

 





資　料
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（ ）

加 の 福祉 の が めら ている で、 市 福祉 （

市 とい 。）の の すための 福祉 （

とい 。） する と に、 福祉 （ とい 。）

する。

（ ）

２ は、 の に する ５ で し、市 （ と

い 。）が する。

（ ） 福祉

（２）

（ ）

（４）当 者 体

（５） ン 体

（ ）福祉

（ ） 者

（ ） の が に めた者

２ には、 の に り 。

（ ）

は、 が する。

２ は、 が する。

に あると は、 が の する。

４ は、 に の め、 の とがで る。

５ は、 の が しな 、 する とがで ない。

（ ）

４ の に し、 な の 、 の の ために

のもとに する。

２ は、市 てる。 

（ ）

５ の は、 た ら の までとする。

２ に が た 合の の は、 者の とする。

１．計画策定委員会設置要綱
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 （事務局）

第６条　委員会及び作業部会の事務局は、市社協地域福祉課に置く。

 （その他）

第７条　この要綱に定めるもののほか、活動計画の策定に関し必要な事項は、会長が別に決める。

附則　この要綱は、令和３年６月１４日から施行する。
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２．計画策定委員会委員名簿

所

1 1 福祉 い 福祉

2 福祉

3 2 市

4 一 市

5 3 市福祉 福祉

6 4 当 者 体 市手 な 成  

7 市 福祉

8 市身体障害者 体 合

9 一 市 人 合

10 5 ン 体 市 ン

11 6 福祉 増 福祉

12 7 者
健

人 健

13 8 の が に めた者
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（１）策定委員会

（２）作業部会

年 2 、 の 状況

平成 28 年度 ら令和 2 年度までの で と の し、 の

成

ら た に、

（３）計画策定のための調査等

ン ト

年、 高齢 に る人 に り、 り が す

るとともに、 イ の に り、 たな福祉 の

の が高まっている 、 の 福祉 の り として市 に

めら ている と するため、 ン ト した。

、 福祉 、

ン ト 者に または所 体 て し、

にて 。

令和 3年 3 令和 3年 4

993

714

71.9％

３．計画策定の経過

令和 3年 7 13 状

福祉 に いて

ン ト に いて

２ 令和 3年 10 28 ン ト に いて

4 福祉 （一 ）に いて

令和 3年 12 23 4 福祉 （ ）に いて

に いて

４ 令和 4年 3 に いて（ イ

のため ）

に いて

市 の
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②地域福祉懇談会の開催

　地区ごとに、地域住民、民生委員、地区社協の方々との懇談会を開催し、地域の様々な課

題について話し合い、情報共有と共通認識を図った。

③意見公募

・募集期間：令和４年 1月１３日（木）～ ２月１３日（日）

・公表資料：第 4期地域福祉活動計画案

 ・閲覧方法：市社協（本部・南郷支局）に設置、市社協ホームページへの掲載、各種講座

　　　　　　　　等の参加者等への配布

・募集方法：郵送・ファックス・電子メール・持参

・実施結果：応募者　　　０人

　　　　　　　　意見件数　　０件

開催期日 開催地区 参加者数

H28 年度 平成 29年 2月 8日（水） 東地区 33 人

平成 29年 2月22日（水） 三八城地区 26 人

H29 年度 平成 29年 6月 9日（金） 白山台地区 30 人

平成 30年 2月15日（木） 桔梗野地区 31 人

H30 年度 平成 30年 11月16日（金） 中居林地区 14 人

平成 30年 12月19日（水） 白銀南地区 28 人

R 元年度 令和2年 2月25日（火） 上長地区 36 人

令和 2年 3月10日（火） 小中野地区 新型コロナウイルス感染拡大

防止のため中止

R2 年度 新型コロナウイルス感染

拡大防止のため中止






